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2020年８月 特定サービス産業
動態統計調査（確報値）
物品賃貸業総売上高、
土木・建設機械売上高 ���� 17

◆2020年８月 物件別レンタル業売上高構成比 
◆レンタル業総売上高及び土木・ 
　建設機械レンタル売上高の推移（月次） 

★　2020年８月 内閣府機械受注統計、建機受注額　 ……… 17
　民需、官公需、外需、代理店などの受注額 

★　建設／鉱山／運搬機械 受注額の内需・外需推移(月次）　 …18
　および受注額・販売額・受注残高の推移（月次） 

★建設／鉱山／運搬機械の受注額推移（月次） ………………… 19
各受注額と３カ月後方移動平均

★機械受注総額 及び 民需（除く船舶・電力） …………………… 19
受注額推移（月次）

★　【建設機械 需要者別受注額推移（月次）】－内閣府－　 … 20
　内需・海外需要・代理店・受注額合計
　販売額、受注残高

★　【鉱山機械 需要者別受注額推移（月次）】－内閣府－　 … 21
　内需・海外需要・代理店・受注額合計
　販売額、受注残高

★　【運搬機械 需要者別受注額推移（月次）】－内閣府－　 … 22
　内需・海外需要・代理店・受注額合計
　販売額、受注残高

「YANMAR SYNERGY SQUARE」
完成記者発表会
最先端テクノロジーを活用した
サービスを提供 ������ ３～７
◆ヤンマーグローバルCS㈱
　代表取締役社長：柴田研吾氏による
　YANMAR SYNERGY SQUAREの説明

★　日立建機、中国市場向けに「ZX60C-5A」を発売　 …… ８
　操作性や燃費性能に高評価のミニショベル土木専用機

★　イワフジ工業、「GPH-45Aハーベスタ」販売開始　 ……… ９
　送材力と耐久性に優れ、トータル性能の更なる進化

★　ACCESS、「建設SIGNESS」にi-Padでの編集機能を拡張　 …10 ～11
　現場からコンテンツを直接登録編集・配信可能に

★　西尾レントオール、BCP対策の実証実験を実施　 ……… 11
　新しい生活様式に沿った「BCP対策」への活用を検討

★　技研製作所、2020年８月期の連結業績を公表　 …13 ～15
　売上高は246億4,000万円（前期比24.0％減）

【当期の経営成績の概況】
【セグメントの業績】
　①建設機械事業
　②圧入工事事業
【当期の財政状態の概況】

★　「Trimbleフェア2020」、オンライン開催中　 …………… 15
　最先端建設ICTソリューション、セミナーも

《ヤンマーグローバルCS㈱：「YANMAR SYNERGY SQUARE」完成記者発表会》
【代表取締役社長：柴田研吾氏（フォトセッションの様子）】
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「YANMAR SYNERGY SQUARE」完成記者発表会

最先端テクノロジーを活用したサービスを提供

　ヤンマーグローバルCS㈱（社長：柴田研吾
氏、兵庫県尼崎市常光寺１丁目１番４号）は、
サービスにおける新たな価値提供により顧客
満足度の更なる向上を目的とした「YANMAR�
SYNERGY�SQUARE」の本格稼働を開始した。
　オープンに先立ち、各報道関係者を対象に完
成記者発表会を去る10月８日（木）に実施した。
　当日は、「YANMAR�SYNERGY�SQUARE」
の設立背景とコンセプトならびに施設内ツアー
やフォトセッションが行われた。�

■ヤンマーグローバルCS㈱ 
　代表取締役社長：柴田研吾氏による　
　YANMAR SYNERGY SQUAREの説明

　“「YANMAR SYNERGY SQUARE」に ご 参
集いただきまして誠にありがとうございます。
　ヤンマーグローバルCS㈱の柴田でございま
す。まず最初に当社の説明から始めさせていた
だきたいと存じます。当社は2020年４月に旧ヤ
ンマー㈱から分社化する形で設立いたしました。
　エンジン事業を担当いたしますヤンマーパ
ワーテクノロジー㈱、コーポレート機能を有し
ますヤンマーグローバルエキスパート㈱、そし
て私共ヤンマーグローバルCS㈱は、部品事業
を含むアフターセールスサービスの統括会社で
ございます。各事業を横断した質の高いサービ
スの提供により、お客様満足度の向上等を目的
としております。ここ「YANMAR SYNERGY 
SQUARE」に本社を構え、エンドユーザーの皆
様とフェイスtoフェイスでの会話に加え、アッ
プグレードしたリモートサポートセンターを通

じて、新しいヤンマーのサービスを発信して参
りたいと考えております。
　私たちが掲げるヤンマーのミッション『A 
SUSTAINABLE FUTURE』、そしてそれを受
けました私たちのグループビジョンは「お客様
が得る生涯価値を最大にすることでお客様のゆ
るぎない信頼を獲得する」です。私たちの製品
はお客様にとって大半は生産財であるからであ
ります。そのためには、我々のアフターセール
ス・サービス活動を更に進化させることが結果
としてお客様からのゆるぎない信頼を獲得する
ことに繋がると信じております。
　そして、ゆるぎない信頼の獲得のためには、
我々ヤンマーの持つ「お客様の手を止めない」
という想いをお伝えすることが大事であります。
　お伝えする手段として考えましたのが、サー
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ビスをキーにしました初めてのファシリティー
の設立であり、今回は我々の想いを形にして表
現することができたと考えております。
　『SERVICE×SYNERGY＝SUSTAINABILITY』。 
これは我々のサービスポリシーでございます。
　サービス情報のデータのベースとなりますの
は勿論お客様の声、そして機械から得られる稼
働データであり、全世界のお客様とヤンマーと
が、各々の知見やノウハウを集結させてシナ
ジーを生み、そして未来に向けた新たなサービ
スソリューションを創出していく、そのような
場所、スクエアにしたいという想いを込めまし
て「YANMAR SYNERGY SQUARE」と、命名
をさせていただきました。
　見学受入対象は、これまで同様にユーザー様、

協力会社様を対象としていますが、地域貢献や
次世代育成という側面を鑑み、近隣自治体や教
育機関からのご依頼に関しましては柔軟に対応
を行って参る所存でございます。
　ここで、営業サービスを軸にヤンマーがこれ
までお客様との関係強化に向けて活動してきた
変遷について少し振り返ってみたいと思います。
　創業当初は一人一人のお客様を訪問し、エン
ジンの実演販売など、個々のお客様に向き合って
まいりました。事業の拡大に伴い全国に販売代理
店、特約店が設立されまして、1951年頃には都
道府県毎のヤンマー会が結成されてきました。こ
の時代はもちろんアフターサービスの領域はお客
様の個々の要望に対応する形で実施してきました。
次に1970年代になりますと、米価引き上げなど
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農村の景気が拡大し、農業機械の生産が急増す
るなどして、事業量が拡大いたします。1975年
には関東流通センターに始まり、全国に主要部
品の流通センターを設立してまいりました。物流
などのネットワークの整備も進み同時に効率化に
向けたシステム導入も進んでまいりました。一方
で、この頃よりグローバル展開も積極的に開始を
し、タイにサービスステーション、1981年にはヤ
ンマーアメリカが設立されまして部品のディスト
リビューションを全世界に運営開始となりました。

　1980年代以降は、プラダ合意などによる急
激な円高などの市場変化に対応すべく、徹底し
た効率化が進み、情報システムの導入も進んで
まいりました。また、環境問題への取り組みか
ら排出ガス規制への対応も提唱され、ヤンマー
でも目まぐるしく技術革新が進んできました。
　サービスの領域では1984年から沖縄で非常
用発電機の遠隔監視を開始し、これが当リモー
トサポートセンターの原型となっております。
　2010年、近年ではございますが、IoT技術
の発達、導入が進み、ちょうど５年前ですが、
2015年、梅田にリモートサポートセンターが
開設されました。以降、遠隔監視端末を搭載し
ました商品も続々と増えています。センサーか
らの異常の検知により、より早いタイミングで
サービスマンに連絡し、お客様にコンタクトが
可能となりました。また、サービスマンが現地
に行く前に機械の情報を把握することが可能に
なり、マシンダウン時間の短縮が可能になって
まいりました。そして近年、さらに稼働データ
と情報量の増、ICT技術の進化に対応する形で、
このたびの「YANMAR SYNERGY SQUARE」
の設立に至りました。創業当初から『止めない
想い』をベースに時代とお客様の要望に応える
ため、常に改善・進化を続けて、サービス品質
の向上に努めてきました。我々はこれからも、

その姿勢は変わらず持ち続けてまいります。
　特にデジタル化が加速する中で、無機質な
データだけをとるということではなく、お客様
と直接繋がる、いわばアナログでの対応もより
大事にし、お客様とのゆるぎない信頼構築に向
けて活動していきたいと考えております。
　我々のサービスポリシー『SERVICE×SYNERGY 
＝SUSTAINABILITY』。お客様の機械情報、サー
ビススタッフ、バックオフィスに務める皆さんと、
サービスにかかわる全てのスタッフで最大限にシ
ナジーを生み出し、更なるサービスの進化を続け
ていく、そして新しい未来を創造していきたいと
いう想いを込めております。サービスを軸にシナ
ジーを生み出し、持続可能な社会を目指します。
　さて、我々の遠隔サポート・モニタリング活
動は、1984年に沖縄の発電機の監視から始ま
りました。2015年に通信端末を搭載した機器の
台数が２万2,000台に到達しまして、同年、大
阪にリモートサポートセンターを設立しました。
　端末自体は、製品全てに搭載しているわけで
はございませんが、今後、事業拡大とともに更
なる増加を見込んでおります。
　このリモートサポートセンターは、機械の稼
働データと、お客様の声が集まるセンターとし
て、お客様と我々の各事業会社を繋ぐ役割を果
たしていきたいと考えております。
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　お客様には、機械の稼働データをベース
に、例えば最適なメンテナンス時期の提案など、
様々な有益な提案・提示をさしあげることが可
能になりますし、また、お客様からの声を集約
して、どれを各事業会社にフィードバックする
ことにより、よりお客様に喜ばれる「商品」「も
のづくり」に生かしていきたいと考えております。
　これからは機械のモニタリングだけに留まら
ず、将来的には集まったビッグデータを活用し
たデータ分析、そしてサービスマンの遠隔技術
サポートなどを駆使し、さらに進化したサービ
スを提供してまいりたいと考えております。
　また、お客様と直接コンタクトする機能を付
加することにより、リモートで繋がる、そして
心と心で繋がることを意識して運営をしていき
ます。それこそが、お客様からのゆるぎない信
頼獲得の道と考えております。
　さて、我々ヤンマーグループは、梅田の本社
ビルをはじめ、多くの生産工場をこの阪神エリ
アに保有しております。これらの生産工場を訪
れるエンドユーザーの皆様や販売ディーラーな
ど全てのステークホルダーの皆様に対しまして
ヤンマーのブランド・ポリシーをご理解いただ
くことも大切だと考えております。
　この「YANMAR SYNERGY SQUARE」設立
を機に、ヤンマーの各事業がより連携し、お客
様の施設見学の受入体制も充実・強化もしてい
きます。最後になりましたが、今後 「YANMAR 
SYNERGY SQUARE」で、お客様とヤンマー
とでシナジーを生み出し、更なるサービスの進
化を追及してまいります。そして、新しい未来
『A SUSTAINABLE FUTURE』をグループ全
体で実現していきます”と語った。

■「YANMAR SYNERGY SQUARE」
　運営開始!!

　YANMAR�SYNERGY�SQUARE（以下：YSQ）
は、グローバルに顧客満足度（CS）を向上させ
るための拠点として建設され、４月に設立した
YGCSの本社社屋としての機能も有する。

　また、大阪地区よりリモートサポートセン
ター（以下：RSC）の機能を強化して同施設へ
移設した。YSQはヤンマーのサービスの進化の
実現に向け、全世界のビジネスパートナーとヤ
ンマーとがそれぞれの知見・ノウハウを集結さ
せ相乗効果（“SYNERGY”）を生み、未来に向
けた新たなサービスソリューションを創出して
いく場所・広場（“SQUARE”）にしたいとい
う想いを込めて命名された。ヤンマーはビジョ
ンに掲げる顧客の生涯価値最大化の実現に向け
て「お客様の手を止めない」ことを目標に様々
な活動を進化させていく。YSQは、新たに遠
隔監視データ分析や故障予知、遠隔でのサービ
スマンへの技術サポート、SMARTASSISTな
どを利用中のユーザーをサポートするシステム
サポートデスクなど、最先端のテクノロジーを
活用したサービスを開発、提供、共有すること
で、このビジョンの実現を目指す。

《フロア紹介》

■１階：サービス展示エリア
　ヤンマーのサービスの歴史や精神、未来を体
感できるコンテンツを数多く展示。ユーザーが
得られる生涯価値を最大化するためにこれまで
ヤンマーが取り組んできた内容と、将来のサー
ビスにおける方向性などを映像や触れる展示で
体感することができる。

■２階：リモートサポートセンター
　YSQの心臓部であるリモートサポートセン
ターが設置されている。見学ツアーでは実際に
RSCで行っている業務を、併設されたプレゼン
ルームから説明を交えて視察することができる。
　SMARTASSIST�をはじめとした遠隔サポー
トシステムの拠点を集約し、より詳細な情報の
管理・分析を行えるよう機能強化がされている。
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■３階：バックオフィスエリア
　バックオフィスエリアでは、世界中で取り扱
われている補修部品の受発注の集約化、部品情
報管理・ドキュメントの制作や安定供給のため
の業務などのほか、サービスの効率化を目指
したITツールの開発や展開の専門部門を設置。
　将来を見据えて様々な働き方に対応できるよ
う、柔軟なオフィスレイアウトを実現している。
■４階：食堂・会議室エリア
　「食」をミッションに掲げているヤンマーで
は、社員の健康面を考え、グループ会社である
ヤンマーシンビオシス（YSS）で生産した新鮮
な野菜なども使用したバランスの取れた食事を
提供している。

■５階：研修室
　人材育成にも力を入れており、研修室はガラ
ス面を大きくとった明るい雰囲気の30名規模の
会場３部屋に、連結可能な60名規模の会場２部
屋を要している。今後さらにグループ内の各種
研修や隣接する尼崎工場で行われる技術研修な
どの充実化を図る。また、ダイバーシティの観
点からフロアの一角には礼拝室も設置している。

《ヤンマーグローバルCSについて》　　 

　2020年４月に旧ヤンマー㈱からヤンマーグ
ループのアフターセールス領域を統括する会社
として設立。ヤンマーグループの部品事業（販
売、情報管理、在庫管理）を含めたアフター
セールス全般を統括し、事業を横断した質の高
いサービスを提供することにより、ユーザーの
生涯価値の向上に取り組む。2020年８月に本社
及びリモートサポートセンターをヤンマーシナ
ジースクエアに移転し、将来的には最新のテ
クノロジーと情報を駆使して、世界へ新しいヤ
ンマーのサービス情報を発信していく。

《ヤンマーについて》 

　1912年に大阪で創業したヤンマーは、1933�年�
に世界で初めてディーゼルエンジンの小型実用
化に成功した産業機械メーカー。
　「大地」「海」「都市」のフィールドで、産業用
エンジンを軸に、アグリ、建機、マリン、エネ
ルギーシステムなどの事業をグローバルに展開
し、ユーザーの課題を解決するソリューション
を提供している。
　ヤンマーは“A�SUSTAINABLE�FUTURE−
テクノロジーで、新しい豊かさへ。−”をブラ
ンドステートメントに掲げ、次の100年へ向け
て持続可能な社会の実現に貢献していく。

≪当日行なわれた施設内ツアーの様子≫
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日立建機、中国市場向けに「ZX60C-5A」を発売

操作性や燃費性能に高評価のミニショベル土木専用機

　日立建機㈱（本社：台東区、執行役社長：平
野�耕太郎氏／以下、日立建機）の中華人民共
和国（以下、中国）現地法人である日立建機（上
海）有限公司（本社：上海市浦東新区、董事総
経理：程暁明氏）は、ミニショベル土木専用機
ZX60C-5A（標準バケット容量�0.21㎥、運転質
量�5.4ｔ）を、中国市場向けに2020年10月より
発売し、2020年度で400台の販売を見込んでいる。

■中国市場向けのミニショベル土木専用機ZX60C-5A

　日立建機の油圧ショベルは、中国市場におい
ても製品の耐久性や操作性などの品質や性能に
ついて高い評価を得ている。
　また、ミニショベルの用途は、道路工事など
の都市土木をはじめ、農林業、造園、畜産、解
体、除雪など多岐にわたるため、あらゆる用途
に対応できる製品ラインアップを揃えてきた。
　昨今の中国では、都市開発や農地整備などイ
ンフラの整備需要から、ミニショベルはアタッ
チメントを交換せずに、土木作業に使われる
ケースが多く見受けられる。また、作業時間で
業務を請け負う個人チャーター業者が増加傾向
にあり、個人チャーター業者のニーズに沿った
ラインアップの拡充が期待されている。
　一方、日立建機は、刻々と変化する各国・地
域のユーザーのニーズや経営環境に速やかに対
応するため、2019年４月にマーケティング本部
を設立した。新興国市場を中心に中国市場をは
じめとする各国・地域のニーズを収集・集約
し、まず中国市場向けに新たな製品戦略を立案
し、中国でミニ・油圧ショベルなどの開発、製
造をする日立建機（中国）有限公司（董事総経理：
梶田�勇輔氏）と、日立建機グループのコンパ
クト事業を担う日立建機ティエラ（社長：中村�
和則氏）と共に開発を進めた。
　これまで評価されてきた品質や性能を確保し

つつ、主に掘削作業で使用し、コストパフォーマ
ンスを求める個人チャーター業者のニーズに対
応するため、ミニショベル土木専用機を開発し、
2020年２月から50台限定で販売してテストマー
ケティングを行った。その結果、購入したユーザー
からは、操作性や燃費性能に高い評価を得るこ
とができたため、量産モデルの販売を決定した。
　量産モデルでは、農林地の整備や緑化工事、
道路工事などの現場でニーズが高かった標準バ
ケット容量のサイズアップとブレード（排土板）
を標準装備とすることで、土木専用機としての
使い勝手を高めている。
■主な特長
１．道路工事などの都市土木に最適な仕様・構造
　ミニショベルの用途は多岐にわたるが、
ZX60C-5Aは土木専用機として、道路工事や農
林地の整備などに最適な仕様・構造にしている。
また、整地作業に用いるブレード（排土板）を
標準装備している。
２．ZX60-5A同等の操作性を維持、燃費性能を向上
　中国で高い評価を得ている６ｔクラスのミニ
ショベルZX60-5Aと同等の操作性を維持すると
ともに、高効率な油圧システムを採用、エンジ
ンサイズの最適化により燃料消費量の低減を実
現している。
　また、音響設備などの快適装備は後付け可能
とし、購入後にユーザーが自由に選択できる構
造としている。
３．高いコストパフォーマンス
　操作性に直接的な影響が少ない運転室内の機
器や、走行装置などの一部の部品は、日立建機
の品質基準を満たしたうえで現地調達すること
で、製品価格を抑えている。
　日立建機グループはこれからも、中国をはじ
め各国・地域の市場ニーズに速やかに対応し、
日本とグローバル拠点が連携して、ユーザーの
ニーズに合致した製品開発を進めていく。

■土木専用機 ZX60C-5A の主な仕様

項  目

0.21

全長（㎜） 5,880

全幅（㎜） 2,060

全高（㎜） 2,470

1,650

5,400

28.1

注)単位は国際単位系による SI 単位表示。

バケット容量（㎥）

ZX60C-5A

輸送時寸法

後端旋回半径（㎜）

機械質量（kg）

エンジン出力（kW）
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イワフジ工業、「GPH-45Aハーベスタ」販売開始

送材力と耐久性に優れ、トータル性能の更なる進化

　イワフジ工業㈱（本社：岩手県、取締役社長：
川崎�智資氏�☎0197-23-3111）は、送材力と耐久
性に優れた「GPH-45A�ハーベスタ」を開発し、
販売を開始した。
　従来機「GPH-45」の基本コンセプト「送材力
と耐久性に優れたシンプル構造」はそのままに、
新開発のスパイククローラチェーンによる送材
性能の向上や、クローラ内蔵メジャリングユ
ニットによる測長精度の安定化を始め、トータ
ル性能の更なる進化を果たした。
　林業の機械化を図る場合、ハーベスタ・プロ
セッサによる造材工程の機械化が、生産性・安
全性の面で最も効果的。また、ハーベスタ・プ
ロセッサをメイン機種として、スイングヤーダ・
フォワーダ・グラップルといった高能率機械と
の組合せで作業システムを構築すれば、ハーベ
スタ・プロセッサの能力をフル活用した高い生
産性が期待できる。現在の素材生産にとって造
材機械（ハーベスタ・プロセッサ）は欠かせない。

■GPH-45A ■スパイククローラチェーン

【主な特長】

1．高耐久低摩擦スパイククローラチェーンを装備
・�３列式の幅広クローラに装着された無数のス
パイクにより材を確実に捉え、送り力を伝える。
・�摩擦抵抗が少ない滑り軸受を内蔵したチェー
ンにより、チェーンオイル消費量を低減する。
・�パワフルな油圧モータの搭載と、各部強度の
見直しにより強力な送材力を実現する。（送り
力：従来機比16％アップ）

2．クローラ内蔵メジャリングユニットを採用
・�測尺装置を左右のクローラに内蔵することで、
計測飛びを抑えて測長精度の安定化を図った。
・�左右計測制御により、スリップでの計測ずれ

を低減する。（スリップ検知機能付き）
・�クローラ部に内蔵することで、フレームの背骨
を分断することなくフレーム強度を確保した。

3．専用のGP-CANコントローラを搭載
・�７インチカラー液晶ディスプレイに多彩な情
報を表示。

・�感圧式タッチパネル採
用により操作性が向上。

・�精度の高い安定した測
尺性能を誇る。

・�手元のノブスイッチで全ての操作が可能、一
連の作業をレバーの持ち替え無しにスムーズ
にこなせる。

・�測長設定値を16種類（A・B・C・Dの４コー
ド毎に４種類）登録可能。

・�樹種を４種類登録でき、個別に測長調整値の
設定が可能。

・�電気系トラブルや禁止操作時に、エラー発生
画面を表示する故障検知機能を搭載する。

4．従来機から受け継がれた伐木・造材性能
・�チルト機構による伐倒作業が可能。
・�材を確実に挟んで抱え上げる並行リンク機構
を採用。

・�太い枝も難なく落とせる３枚の幅広なカッタ
が確実に枝を払う。

・�過酷な作業に耐えうる優れた強度と耐久性を
誇る。

・�部品点数の少ないシンプル構造によりメンテ
ナンスが容易。

・�油圧部品はフレーム上部に集中配置している。
【主要仕様】

【イワフジ工業㈱】
URL：http://www.iwafuji.co.jp/

仕 様 項目 仕 様

GPH-45A 測尺装置 モータ回転パルス式

全　長 1590mm 旋回角度 360⁰(接続ホースにより制限)

全　幅 1160mm
タンク容量

 チェーンオイル）
５L＋８L

全　高
2010mm

（取付ピンまで）
重量 1390kg

最大開き幅 600mm 最大許容荷重 1600kg

形　式 ２クローラ式 操作方法
ノブ式コンビ

ネーションスイッチ×2

送り力 34.3ｋN 最高圧力 24.5MPa

形　式
1 枚固定

・2 枚移動刃式
必要流量 200～300L/min

枝払直径 ８～45cm 適用ベースマシン 12～16ｔ（0.5～0.6 ㎥）

形　式 油圧駆動チェンソー 制御装置 GP-CAN 送信機・受信機

切断直径 60cm オプション シャープナSET

玉切装置

項　目

型　式

寸　法

送り装置

枝払装置

http://www.iwafuji.co.jp/
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ACCESS、「建設SIGNESS」にiPadでの編集機能を拡張

現場からコンテンツを直接登録編集・配信可能に

　㈱ACCESS（本社：東京都千代田区、代表取締
役�社長執行役員：大石�清恭氏、以下、ACCESS）
は、建設業界向けクラウド型デジタルサイネージ
「建設SIGNESS（TM）（サイネス）」にiPadでのコ
ンテンツ簡易編集機能を拡張し、提供を開始した。
　併せて、新機能が搭載された「建設SIGNESS」
は、ジャパンギャランティサービス㈱（本社：
東京都千代田区、代表取締役社長：小山�啓二
氏、以下、JGS）を介して「建設SIGNESS」をレ
ンタル利用中である㈱大林組（本社：東京都港
区、代表取締役社長：蓮輪�賢治氏、以下、大
林組）に導入されたことを発表した。
　「建設SIGNESS」は、コンテンツの制作（オー
サリング）から配信・管理まですべてクラウド
上で操作可能なACCESSのサイネージサービス
「SIGNESS」（ソフトウェア）をベースに、オプ
ションの「防災コンテンツ発信サービス」（コンテ
ンツ）やJGSの屋外用の自立型大型ディスプレイ
「J-Vision」（ハードウェア）をオールインワンで提供
する建設業界向けサイネージソリューション。複雑
な専門知識は不要で、本格的なサイネージサービ
スを導入したその日から利用開始することができる。
　ACCESSのIT技術とJGSの建設業界向けレンタ
ル事業における知見を持ち寄り開発し、JGSより
主に国内の建設業界向けにレンタル提供している。
　「建設SIGNESS」は、スーパーゼネコン５社を
はじめ、国内の建設会社に幅広く採用されている。
　この度、「建設SIGNESS」のオーサリング
機能がiOS�Safariブラウザに対応したことで、
iPad上でのコンテンツの「建設SIGNESS」への
直接登録と編集・配信操作が可能になった。
　建設現場では、日々、本社オフィス間とで情報
のやり取りを頻繁に行っている。従来のデジタルサ
イネージの使い方では、オフィスかから現場への一
方向の情報発信が主流だったが、この度の「建設
SINGESS」のiOS�Safariブラウザ対応により、PC
のない現場からでも、iPadを用いてコンテンツを直
接登録編集して配信することが出来るようになった。
　例えば、本社オフィスにて従来のChromeブ
ラウザ対応オーサリング機能を使ってPCから
コンテンツを制作・配信し、現場では手持ち
のiPadを用いて現場で撮影した画像を「建設

SIGNESS」へ登録して簡易な編集をして配信す
るといった使い方が可能になる。
　現場からの情報伝達には、これまでオフィス
に戻ってPCを使った配信操作を行っていたが、
この手間が省略化することで、本社と現場間の
コミュニケーション効率が一段と向上し、業務
の効率化につながる。
　新機能が拡張された「建設SIGNESS」は、現
在「建設SIGNESS」を利用中の大林組をはじめ
多くの建設会社に採用された。国内のiPad普及
率は高く、大林組の建設現場でも各作業員に
iPadが支給されている。大林組では、この度の
iOS�Safariブラウザ対応「建設SINGESS」を双方
向のコミュニケーションツールとしても活用する
ことで、新型コロナウイルス禍の中、働き方改
革を一段と加速できるものと期待を寄せている。
　最新版「建設SIGNESS」には、このほか新た
に「ドキュメント自動変換機能」も拡張されて
いる。本機能により、PDFおよびMicrosoftの
ワード／パワーポイントといったオフィスで頻
繁に使う資料をそのまま現場の作業員へ配信す
ることが可能になる。
　従来は、すべての資料は一旦JPEGに変換し
て配信する必要があったが、新機能によりこの
手間が省略され、作業効率を一段と向上させる。
　引き続きACCESSは、JGSと共に、建設現場の
ニーズに迅速に柔軟に応え、Withコロナ時代にお
ける建設業界の働き方改革推進を支援していく。

【「建設SIGNESS」オーサリング機能（iOS Safari版）】
２ステップで簡単に配信することが出来る。
（１）素材アップロード

（２）配信
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【簡易版iOS Safari対応オーサリング機能】
・iOS�Safari�ブラウザ対応（iOS12、13対応）
・�コンテンツ編集関係：素材登録、簡易スライ
ド編集（テキスト、マーキー追加）
・�配信管理関係：プレイリスト設定、配信設定、
配信指示

■「建設SIGNESS」に関する詳細
https://www.access-company.com/products/
service-soluion/signess/
■JGSの「J‐Vision」に関する詳細
https://www.jgskk.co.jp/rental.html
■株式会社ACCESSについて

　ACCESSは、1984年 の
設立以来、独立系ソフト
ウェア企業として、世界

中の通信、家電、自動車、放送、出版、エネルギー
インフラ業界向けに、モバイル並びにネット
ワークソフトウェア技術を核とした先進のIT
ソリューションを提供している。累計搭載実績
15億台を超えるモバイルソフトウェアおよび約
350社の通信機器メーカーへの採用実績を誇る�
ネットワークソフトウェアにおける開発力・�
ノウハウを活かし、現在、組込とクラウド技術
を融合したIoTソリューションの開発・事業化
に注力している。アジア、米国、ヨーロッパ地
域の子会社を拠点に国際展開も推進している。
URL：https://www.access-company.com/
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西尾レントオール、BCP対策の実証実験を実施

新しい生活様式に沿った「BCP対策」への活用を検討

　西尾レントオール㈱（本社：大阪府大阪市、�代
表取締役社長：西尾公志氏）は、都市再開発に
おける「BCP対策」と「賑わい創出」の両立を目
的とする実証実験「MIDORIオフィス」を、本
社機能を大阪市北区の「『みどり』のリビングラ
ボうめきた外庭SQUARE」（※）に一時的に移転し、
リモートオフィスを設置している独立行政法人
都市再生機構（UR）、スタートアップ企業２社と
共に、通常業務を行いながら実証実験を実施した。
　「新しい生活様式」を踏まえた、このような
大規模な本社機能の移転を伴う産官学連携の実
証実験は日本初（同社調べ）で、関心を集めた。
　具体的には、自然災害や緊急事態が生じた際に、
オフィスビルで働く人達が周辺の緑地エリアなど
でも通常レベルの業務を行えるかどうかの「BCP

対策」を、入社内定式、社員研修など例年行われ
る社内行事や通常業務を行いながら検証した。
　この検証結果を経て、新しい生活様式に沿っ
たオフィスビル等での「BCP対策」に活用できな
いかを検討していく。検証項目は、仮設通信環
境の実用性、屋外でのオフィスワークが働く人
に与える影響や、屋外オフィス家具での最適な
ビジネス環境等について。また、「新しい生活様
式」での「賑わい創出」の取り組みとして、国内
外のデザイン性に優れたアウトドアオフィス家
具、ビジネスユースにも対応できるグランピン
グ機材を配置した、みどりとマッチする未来型
オフィス空間の景観効果についての検証や、週
末にはワークショップや職業体験ができる「は
た楽day」という地域交流プログラムも行なった。
　この実証実験を実施している「うめきた外庭�
SQUARE」は、大阪駅北側のうめきたエリアに、
「みどり」とテクノロジーを融合し、「MIDORI
　LIFE」を創造する「みどり」のリビングラボと
して、都市再生機構（UR）がパートナー事業者と
運営する実証実験空間。地域の方々や行政、民
間企業とともに試行錯誤しながら「まちの将来ビ
ジョン」を考える場所として、都心の中のみどり
豊かな空間で、新たな技術やサービスの実証実
験等を展開する活動の拠点として設置されている。
※�「MIDORI�オフィス」を実施する西尾レントオール㈱
は、「うめきた外庭SQUARE」に協賛している。

【実証実験「MIDORIオフィス」の概要】
「BCP対策」プログラム
同社の本社機能を屋外に移転し
・�有事の際、仮設の通信環境の下で普段通りの
「業務」をおこなえるのか。
・�屋外でのオフィスワークが働く人にどのよう
な影響を与えるのか。

・�「風対策」のために何ができるのか。
をはじめとした各種データや問題点を、実証実
験を通じて抽出・取得することを目的としている。

■実験期間：2020年10月５日（月）～ 17日（土）
■実験場所：「『みどり』のリビングラボうめきた外庭SQUARE」

https://www.access-company.com/products/service-soluion/signess/
https://www.access-company.com/products/service-soluion/signess/
https://www.jgskk.co.jp/rental.html
https://www.access-company.com/
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2020. 1  大友ロジスティクスサービス㈱に
  社名変更致しました
2020. 3 京都営業所（新設移転）
※京都第2倉庫は旧京都営業所に移転致しました。

2020. 3 滋賀第2倉庫（開設）

北 上 営 業 所
仙 台 営 業 所
福 島 営 業 所
新 潟 営 業 所
諏 訪 営 業 所
真 岡 営 業 所
小 山 営 業 所
古 河 営 業 所
群 馬 営 業 所
太 田 営 業 所

伊 勢 崎 営 業 所
埼 玉 営 業 所
ひたちなか営業所
ひたちなか第2倉庫
土 浦 営 業 所
千 葉 営 業 所
千 葉 第 2 倉 庫
厚 木 営 業 所
東名厚木営業所
相模原愛川営業所

相 模 原 営 業 所
富 士 営 業 所
富 山 営 業 所
小 松 営 業 所
豊 橋 営 業 所
安 城 営 業 所
小 牧 営 業 所
滋 賀 営 業 所
滋 賀 第 2 倉 庫
京 都 営 業 所

京 都 第 2 倉 庫
神 戸 営 業 所
神 戸 第 2 倉 庫
岡 山 営 業 所
広 島 営 業 所
広島五日市営業所
福 岡 営 業 所

075－603－1270
078－998－1051
078－915－7007
086－805－6220
0826－72－6901
082－943－5590
0949－52－3200

042－764－8221
0545－65－0400
076－466－5331
0761－74－3780
0532－31－0801
0566－73－8117
0568－79－3020
0749－49－5501
0749－32－9150
075－320－5970

0270－40－3030
0493－57－0320
029－264－2026
029－264－2026
029－834－8250
043－286－2067
043－215－3160
046－295－4577
046－280－4603
046－280－1260

0197－44－5518
022－344－1544
024－372－0000
0258－24－2794
0266－54－3550
0285－82－7093
0285－20－3255
0296－30－2210
0276－60－9288
0276－60－1170

〒135ｰ0046 東京都江東区牡丹１ー 14ｰ1 ＫＤＸ門前仲町ビル２階　TEL.03ｰ5245ｰ3001（代）　FAX.03ｰ5245ｰ3005　https://www.otomo-logi.co.jp/

20年開設

京都営業所
新規移転開設！！
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技研製作所、2020年８月期の連結業績を公表

売上高は246億4,000万円（前期比24.0％減）

　㈱技研製作所は、下記のとおり2020年８月期
の連結業績をまとめ公表した。
《経営成績等の概況》
〔当期の経営成績の概況〕
　当連結会計年度における同社グループを取り
巻く事業環境は、国内の公共事業予算が前年度

に続き高水準で確保されている一方、建設技能
労働者不足とそれを背景とした入札の不調・不
落、新型コロナウイルス感染拡大に伴う工事の
一時中止や工期延長、発注の延期、さらなる感
染再拡大への懸念など、先行き不透明な状況が
続いた。このような状況を背景に、顧客の設備
投資に対する姿勢は慎重な状況が継続している。
　同社グループは、建設をグランドデザインす
るグローバルエンジニアリング企業への転換を
最重要課題として取り組んでいるが、当連結会

（百万円未満切捨て）1. 2020年8月期の連結業績（2019年9月1日～2020年8月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2020年8月期 24,640 △24.0 2,498 △62.6 2,792 △58.7 1,400 △69.4

2019年8月期 32,442 11.3 6,689 11.9 6,761 11.4 4,571 10.1

（注）包括利益 2020年8月期　　1,508百万円 （△63.9％） 2019年8月期　　4,174百万円 （5.7％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

銭円銭円 ％％％

2020年8月期 51.28 50.99 3.7 5.5 10.1

2019年8月期 168.80 167.37 12.7 13.4 20.6

（参考） 持分法投資損益 2020年8月期 ―百万円 2019年8月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
％円万百円万百 円 銭

2020年8月期 52.273,15.57114,83807,94

2019年8月期 09.183,11.37923,83364,15

（参考） 自己資本 2020年8月期 37,551百万円 2019年8月期 37,630百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

円万百円万百円万百円万百

2020年8月期 423,5359△298,1△362,3

2019年8月期 029,4109△455,2△090,3

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2019年8月期 ― 34.00 ― 34.00 68.00 1,849 40.3 5.1

2020年8月期 ― 35.00 ― 35.00 70.00 1,914 136.5 5.1

2021年8月期(予想) ― 35.00 ― 35.00 70.00 91.2

3. 2021年 8月期の連結業績予想（2020年 9月 1日～2021年 8月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 12,800 △11.6 1,300 △47.8 1,300 △48.7 800 △52.6 29.23

通期 27,100 10.0 3,150 26.1 3,200 14.6 2,100 49.9 76.74
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計年度は世界的な新型コロナウイルス感染拡大
に伴う強制的な在宅勤務などの行動制限、移動
自粛要請、入国制限などの影響を受け、その活
動は限定的かつ停滞せざるを得ない状況が続い
た。一方で、この危機的な状況を柔軟に乗り越
えるべく新たな働き方としてテレワークやスラ
イドワークを迅速に導入し、合わせて工法提案
活動や販売活動についても、できることから�
オンライン化したことで、生産性の向上とコス
ト削減を両立させ、新しい時代に向けた企業体
質の強化を加速化させた。
　国内における工法普及活動では、自然災害か
らの復旧・復興事業や将来に備えた事前防災・
減災対策、社会インフラの老朽化対策など国土
強靱化施策を中心に、インプラント工法の適用
範囲の拡大に取り組み、工法採用は順調に増加
している。また、近年の自然災害により被害が
頻発している河川堤防についても、「堤防は盛
土により築造するもの」とした「土堤原則」を
撤廃すべく、国民に強く訴えかけ、関係省庁に
も粘り強く交渉を続けており、インプラント工
法による抜本的な対策の実現に向けた取り組み
を進めている。海外展開では、これまでのイン
プラント工法の認知度拡大や提案活動の手応え
から今後の大きな成長を期待してるが、短期的
な成果にはまだ結びついていない。しかし、各
海外事業所に国内からエンジニアを派遣するな
ど同社工法の提案・採用活動の体制を強化して
おり、また、そのバックアップを日本から行う
エンジニアリング支援体制を整備した。
　オーストラリアの子会社J�Steel�Group�Pty�
Limited（Ｊスチール社）では、鋼材販売を主と
する事業からの転換を進め、早速、設計から施
工までトータルで受注する実績を上げた。
　また、アメリカ、オランダ、カナダ、ブラジ
ル、およびアジア諸国でも同社工法の認知度は
高まりつつあり、問合せ件数も増加している。
　地下開発事業では、機械式地下駐輪場「エコ
サイクル」を、東京都渋谷区の商業ビル「渋谷
フクラス（SHIBUYA�FUKURAS）」に隣接し
て１基、ＪＲ川崎駅東口に２基を設置した。
　これでエコサイクルの設置は全国で23カ所
（57基）となった。その結果、当連結会計年
度における売上高は246億4,000万円（前期比
24.0％減）、営業利益は事業体制強化のための
人件費等が増加したこと等により24億9,800万

円（同62.6％減）、経常利益は27億9,200万円（同
58.7％減）、親会社株主に帰属する当期純利益
14億円（同69.4％減）となった。
〔セグメントの業績〕
①建設機械事業
　大型圧入機は、インプラント工法の採用増加
に伴い販売は堅調に推移した。一方、国内では
最も汎用性の高いＵ形鋼矢板に適合した一般圧
入機は、現行のＦシリーズが販売開始から７年
を経過し、顧客の買い替え時期に差し掛かって
いるが、前述のように社会経済の先行きの不透
明感から、顧客は設備投資に慎重になっており、
販売台数は減少した。
　その結果、売上高は155億9,200万円（前期比
34.0％減）、セグメント利益は34億4,000万円（同
56.2％減）となった。
②圧入工事事業
　インプラント工法は、緊急性や重要性の高い、
防災・減災工事や災害復旧工事の計画で採用さ
れており、受注は堅調に推移した。
　国内では、東日本大震災復興や南海トラフ巨
大地震対策などでの海岸堤防工事、九州新幹線
の地すべり抑止工事、橋脚などの耐震化工事、
河川・護岸の改修工事、昨年の台風被害に対す
る災害復旧工事や高速道路の改良工事などを実
施した。なお、セネガル共和国ダカール港２期
工事での岸壁改修工事は、新型コロナウイルス
感染拡大の影響により工事再開の目途が立たな
い状況が継続している。
　その結果、売上高は90億4,800万円（前期比
2.8％増）、セグメント利益は12億4,900万円（同
65.4％増）となった。翌年度（2021年８月期）の
業績については、連結で売上高271億円（前期
比10.0％増）、営業利益31億5,000万円（同26.1％
増）、経常利益32億円（同14.6％増）、親会社株
主に帰属する当期純利益21億円万円（同49.9％
増）を見込んでいる。
〔当期の財政状態の概況〕
①資産、負債及び純資産の状況
　当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年
度末に比べ17億5,400万円減少して497億0,800万
円となった。流動資産は前連結会計年度末に比
べ14億3,200万円減少して254億7,700万円、固定
資産は前連結会計年度末に比べ３億2,200万円
減少して242億3,100万円となった。
　流動資産減少の主因は、製品が34億2,900万円、�
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原材料及び貯蔵品が12億8,500万円増加した一
方で、受取手形及び売掛金が47億4,900万円、
電子記録債権11億4,500万円減少したことによ
るもの。固定資産減少の主因は、建物及び構築
物等の有形固定資産が８億9,200万円増加した
一方で、投資有価証券等の投資その他の資産が
８億9,900万円減少したことによるもの。
　当連結会計年度末の負債の合計は、前連結
会計年度末に比べ18億3,600万円減少して112億
9,700万円となった。流動負債は前連結会計年度
末に比べ21億8,000万円減少して94億9,300万円、�
固定負債は前連結会計年度末に比べ３億4,300
万円増加して18億0,300万円となった。
　流動負債減少の主因は、支払手形及び買掛金
10億1,000万円、未払法人税等が６億9,000万円
減少したことによるもの。固定負債増加の主因
は、長期借入金が３億8,300万円増加したこと
によるもの。当連結会計年度末の純資産は、前
連結会計年度末に比べ8,100万円増加して384億
1,100万円となった。この主因は、新株予約権
が２億6,000万円増加した一方で、株主資本が
２億2,300万円減少したことによるもの。
　自己資本比率は、総資産の増加に伴い前連結
会計年度末の73.1％から75.5％となった。また、
１株当たり純資産額は、前連結会計年度末の
1,381円90銭から1,372円25銭となった。
②キャッシュ・フローの状況
　当連結会計年度における現金及び現金同等物
（以下「資金」）は、前連結会計年度末に比べ
４億0,300百万円増加し、53億2,400万円となっ
た。各キャッシュ・フローの状況につきまして
は以下のとおり。
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　営業活動の結果得られた資金は、前期と比べ
１億7,300万円増加して32億6,300万円となった。
これは主に、税金等調整前当期純利益22億8,900
万円、減価償却費19億0,100万円等によるもの。
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　投資活動の結果使用した資金は、前期と比べ
６億6,200万円減少して18億9,200万円となった。
　これは主に、有形固定資産の取得による支出
32億7,300万円等によるもの。
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　財務活動の結果使用した資金は、前期と比べ
5,100万円増加して９億5,300万円となった。これは
主に、配当金の支払額18億8,000万円等によるもの。
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「Trimbleフェア2020」、オンライン開催中

最先端建設ICTソリューション、セミナーも

　㈱ニコン・トリンブル（代表取締役兼
CEO：丹澤孝氏）ジオスペーシャル事業部は、
「Trimbleフェア2020」を開催している。
　過去17年に渡り全国各地で開催していた同イ
ベントが、本年は新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、初の試みとしてオンライン開催
の運びとなった。

■Break Through. ―未来を“はかる”時代を“かえる”

【「Trimbleフェア 2020」開催概要】
特 設 会 場URL：https://geospatial-fair.nikon-
trimble.co.jp/
開催期間：2020年10月６日（火）～ 12月25日（金）
主催：㈱ニコン・トリンブル�ジオスペーシャル事業部
協賛：TPホールディングス㈱／㈱三英技研／
日本テラサット㈱／㈱アルファコックス
参加費：無料
参加方法：オンライン会場への入場はログイン
が必要。
※初めて来場する方は、トップページのログイン画面で新規登録

■注目セミナー１．「３次元測の全てを覆す“X”
の魅力」】

新たな３Dスキャ
ナとして登場し
た「Trimble�X7」。
従来製品とは全く
違う、その使い方
に世界が驚愕！

【注目セミナー２.「GNSS測位の限界を押し広
げるTrimble R12 GNSS」】
　「Timble�Rシリーズ」旗艦機・新機種登場！
「Trimble�R12」とQZSS最新動向を紹介。

https://geospatial-fair.nikon-trimble.co.jp/
https://geospatial-fair.nikon-trimble.co.jp/
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金額 (百万円） 事業所数 常用従業者数(人) 金額 (百万円） 構成比％ 対前年同月増減率％

2019年８月 157,317 5,957 93,762 96,081 61.1 4.8
９月 171,349 5,956 93,983 108,011 63.0 9.9
10月 164,990 5,946 93,924 105,520 64.0 4.5
11月 171,894 5,947 93,973 112,688 65.6 7.5
12月 176,476 5,937 95,726 112,101 63.5 7.6

2020年１月 158,120 5,936 95,026 99,875 63.2 4.7
２月 162,316 5,935 94,672 104,576 64.4 5.4
３月 175,743 5,920 94,476 105,412 60.0 0.4
４月 143,608 5,871 93,975 86,235 60.0 △ 2.3
５月 138,476 5,924 94,866 83,768 60.5 △ 5.8
６月 147,477 5,881 87,388 92,363 62.6 △ 1.8
７月 150,193 5,883 87,587 91,753 61.1 △ 6.6

2020年８月 150,493 5,873 87,382 91,195 60.6 △ 5.1
 2020年累計 (20/1～20/8) 1,226,426 - - 755,177 - △ 1.3
 2020年度累計 (20/4～20/8) 730,247 - - 445,314 - △ 4.4

出典：経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」       　　
＊本調査の調査対象は、原則、調査業種に属する業務を営む企業または事業所で、調査業種の全国年間売上高の概ね70％をカバーする売上高 

上位の企業または事業所。  なお、単位未満の数値を四捨五入しているため、合計値が合わない場合がある。

出典：内閣府経済社会総合研究所「機械受注統計」        ＊内需＝民需＋官公需

～内需は7.7％減の447億円、外需は24.7％減の726億円に～

◆  2020年８月 特定サービス産業動態統計調査（確報値） ◆

～当月の建機レンタル売上912億円（前年同月比5.1％減）～

物品賃貸 (レンタル) 業総売上高

(自動車賃貸業を除く） 土木・建設機械レンタル

◆ 2020年８月　内閣府機械受注統計、建機受注額は1,173億円（前年同月比19.0%減）◆

レンタル業総売上高及び土木・建設機械レンタル売上高の推移 (月次)2020年８月 物件別レンタル業売上高構成比

レンタル業

総売上高

1,504億

9,300万円

内閣府が発表した機械受注総額の動向をみると、2020年７月前月比7.0%増の後、８月は同19.8%増の２

兆1,928億円となった。

需要者別にみると、民需は前月比0.5%減の9,285億円、官公需は同28.3％増の2,677億円、外需は同

49.6%増の9,190億円、代理店は同0.5%増の999億円となった。

民間設備投資の先行指標である「船舶・電力を除く民需」の動向をみると、2020年７月前月比6.3%増

の後、８月は同0.2%増の7,525億円となった。このうち、製造業は同0.6%減の3,113億円、非製造業（除く

船舶・電力）は同6.9%減の4,123億円となった。

なお、2020年８月の「建設機械」の受注実績は、前年同月比19.0%減の1,173億1,100万円となった。内

訳は、内需が同7.7％減の446億5,500万円（民間需要444億0,100万円、官公需２億5,400万円）、外需は

同24.7％減の726億3,400万円。

「建設機械」の販売額は、前年同月比28.8%減の1,116億0,400円、受注残高は同15.9%減の3,201億

5,600万円。
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金額 (百万円） 事業所数 常用従業者数(人) 金額 (百万円） 構成比％ 対前年同月増減率％

2019年８月 157,317 5,957 93,762 96,081 61.1 4.8
９月 171,349 5,956 93,983 108,011 63.0 9.9
10月 164,990 5,946 93,924 105,520 64.0 4.5
11月 171,894 5,947 93,973 112,688 65.6 7.5
12月 176,476 5,937 95,726 112,101 63.5 7.6

2020年１月 158,120 5,936 95,026 99,875 63.2 4.7
２月 162,316 5,935 94,672 104,576 64.4 5.4
３月 175,743 5,920 94,476 105,412 60.0 0.4
４月 143,608 5,871 93,975 86,235 60.0 △ 2.3
５月 138,476 5,924 94,866 83,768 60.5 △ 5.8
６月 147,477 5,881 87,388 92,363 62.6 △ 1.8
７月 150,193 5,883 87,587 91,753 61.1 △ 6.6

2020年８月 150,493 5,873 87,382 91,195 60.6 △ 5.1
 2020年累計 (20/1～20/8) 1,226,426 - - 755,177 - △ 1.3
 2020年度累計 (20/4～20/8) 730,247 - - 445,314 - △ 4.4

出典：経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」       　　
＊本調査の調査対象は、原則、調査業種に属する業務を営む企業または事業所で、調査業種の全国年間売上高の概ね70％をカバーする売上高 

上位の企業または事業所。  なお、単位未満の数値を四捨五入しているため、合計値が合わない場合がある。

出典：内閣府経済社会総合研究所「機械受注統計」        ＊内需＝民需＋官公需
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【建設機械】受注額・販売額・受注残高の推移 (月次）

【鉱山機械】受注額・販売額・受注残高の推移 (月次）

【運搬機械】受注額・販売額・受注残高の推移 (月次）

【建設機械】受注額の内需・外需推移 (月次）

【鉱山機械】受注額の内需・外需推移 (月次）

【運搬機械】受注額の内需・外需推移 (月次）
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出典：内閣府経済社会総合研究所「機械受注統計」 　　　 ＊内需＝民需＋官公需

【建設機械】受注額・販売額・受注残高の推移 (月次）

【鉱山機械】受注額・販売額・受注残高の推移 (月次）

【運搬機械】受注額・販売額・受注残高の推移 (月次）

【建設機械】受注額の内需・外需推移 (月次）
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出典：内閣府経済社会総合研究所「機械受注統計」 　　　 ＊内需＝民需＋官公需
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出典：内閣府経済社会総合研究所「機械受注統計」 　　　
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【鉱山機械】受注額推移 (月次）

【運搬機械】受注額推移 (月次）

【機械受注総額 及び 民需 (除く船舶・電力) 】受注額推移 (月次）
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2,315 

1,136 946 
1,251 

0

2,000

4,000

6,000

2016/8 2016/11 2017/2 2017/5 2017/8 2017/11 2018/2 2018/5 2018/8 2018/11 2019/2 2019/5 2019/8 2019/11 2020/2 2020/5 2020/8

鉱山機械受注額 3カ月後方移動平均 (百万円)

2020年８月

2020年８月

84,580 93,589 89,834 
74,552 

66,001 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

2016/8 2016/11 2017/2 2017/5 2017/8 2017/11 2018/2 2018/5 2018/8 2018/11 2019/2 2019/5 2019/8 2019/11 2020/2 2020/5 2020/8

運搬機械受注額 3カ月後方移動平均 (百万円)

2020年８月

133,662 

178,526 213,151 
144,905 

117,311 

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

2016/8 2016/11 2017/2 2017/5 2017/8 2017/11 2018/2 2018/5 2018/8 2018/11 2019/2 2019/5 2019/8 2019/11 2020/2 2020/5 2020/8

建設機械受注額 3カ月後方移動平均 (百万円)

2,026,091 
2,444,162 2,542,142 2,571,664 

2,192,840 

821,944 860,902 976,816 872,007 752,493 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

2016/8 2016/11 2017/2 2017/5 2017/8 2017/11 2018/2 2018/5 2018/8 2018/11 2019/2 2019/5 2019/8 2019/11 2020/2 2020/5 2020/8

機械受注総額 民需 (除く船舶・電力)      (百万円)
(百万円)

出典：内閣府経済社会総合研究所「機械受注統計」 　　　
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